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平素より、関西文化学術研究都市（愛称「けいはんな学研都市」）の建設 
推進に特段のご配慮を賜り、厚く御礼申し上げます。 
本都市は、昭和６２年に制定された関西文化学術研究都市建設促進法に 

基づき文化創造・学術研究の拠点形成に向けて大学や研究機関等の建設が

進められてきました。 
わが国では、人口減少や超高齢社会を迎える中、新たな技術革新を活用

して国民生活を豊かにする「Society 5.0（超スマート社会）」を実現し、「世
界で最もイノベーションに適した国」への変革が求められております。 
先端的な研究機関や研究開発型産業施設等が数多く立地し、大きなポテ 

ンシャルを有するとともに、科学技術基本計画の中で「共創を誘発する場

として形成されてきた」と位置付けられている本都市は、引き続き、 
産学官民の協力のもと、国内外に開かれた「イノベーション・エコシステ

ム」の構築を進め、加えてその成果を世界に先駆けスマートな暮らしを育

むまちづくり等に活かすことにより、国際競争力の向上への寄与を一層高

めていくこととしております。 
この実現のため、先端的な基礎研究の蓄積と住民参加による実証実験等 

をベースに、産学官連携による実用化、産業化を推進し、我が国の産業力

強化を牽引しますので、平成３１年度政府予算の編成等に際し、格段の御

高配を賜りますようお願いします。 
 
平成３０年７月 
 
 関西文化学術研究都市建設推進協議会 
  会  長   松 本  正 義 
 
 代表委員 
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１． 本都市への学術・研究機関・企業集積を活かした我が国の競 

争力強化につながる施策の実施 

 

１－１ 「新たな都市創造プラン」の推進に向けた支援（内閣府、 

総務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省） 

 

＜要望事項＞ 

 ・新たな都市創造プラン実現のため、「けいはんな学研都市新 

たな都市創造会議」への参画 

 ・本都市の現状と時代潮流を踏まえた内容を反映させた「基本

方針」の改定 

 

＜説明＞ 
本都市は、昭和６２年に施行された関西文化学術研究都市建設促進法に基

づき都市建設が進め 

られ、研究機関や研究開発型中小ベンチャー企業等の立地が進む中、情報

通信分野、環境エネルギー分野、アグリバイオ分野、ライフサイエンス分

野、ものづくり分野等を中心に高度な技術の蓄積や新技術・事業を生み出

すポテンシャルも増大しているところです。 

こうした中、平成２７年度末に策定した「新たな都市創造プラン」に基づ

き、「新たな都市創造会議」を発足し、３つのビジョン、「世界の知と産業

を牽引する都市」「持続的にイノベーションを生み出す都市」「科学・生活・

文化・自然環境が融合する持続可能都市」の実現に向けて、都市形成部会、

広報部会における取り組みやイノベーション推進会議との連携をスタート

しております。 

各府省におかれましても、「けいはんな学研都市新たな都市創造プラン」

実現に向け、関係行政・機関がそれぞれの取り組みを開始しています。そ

の取り組みの推進のため、的確なタイミングでの各府県における建設計画

の変更が必要であり、そのために可能な限り早期に基本方針の改定を実施

するとともに、あわせて、「基本方針」を、本都市の今後の指針となるよう、

オープンイノベーションを基軸とする、国際的な研究・産業の交流拠点や

超スマート社会の形成など、本都市の現状と時代潮流を踏まえた内容を反

映させた形へ改定をお願いします。会議をはじめとする様々な取り組みに

対する参画を賜りますようお願いします。 
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１－２ 関西文化学術研究都市建設促進法に基づいて整備される 

文化学術研究施設に係る特別償却制度の延長（国土交通省、 

財務省） 

 

＜要望事項＞ 

 ・関西文化学術研究都市建設促進法に基づく法人税特別償却制 

度の２年間延長 

 

＜説明＞ 
関西文化学術研究都市建設促進法に基づいて整備される文化学術研究施設

のうち、研究所用施設に係る建物および附属施設ならびに機械及び装置で一定

の規模以上の償却資産については、普通償却に加え、初年度の特別償却が認め

られていることから、立地企業における投下資本の早期回収と資金繰りの緩和

に大きく寄与しているところです。 

「文化学術研究施設」は、本都市の文化・学術・研究機能の中心的な役割を

担う施設であり、その集積により、大学や他研究機関との共同研究・交流や産

学官連携、シーズとニーズの融合がなされ、研究開発の進展、研究成果を活か

した新技術の創造と新事業の創出、地域及び我が国経済の活性化といった効果

が得られることから、高い公益性が認められ、地方による支援のみならず国と

してその集積整備を強力に推進する必要があります。 

なかでも研究所用施設は、一般的に収益性が低く、初期投資も大きくなるた

め、本特例により初期負担の軽減が図られていることに加え、最近の景気回復

傾向や拠点再配置による震災リスクの分散などにより、これまで停滞していた

企業の進出が活性化されていることから、国内外の企業立地や設備投資の促進

にとって重要な誘因となる法人税特別償却制度の継続を求めるものです。 

これは「第５期科学技術基本計画」に記載される「イノベーション創出に向

けた人材、知、資金の好循環システムの構築」や「経済財政運営と改革の基本

方針２０１８（骨太方針）」に記載される「科学技術・イノベーションの推進」

に向けた研究開発投資を促進するための有効な手段となります。 

平成３１年度以降に新規立地企業・増設予定企業による本税制の活用も予定

されていることも踏まえ、本税制の適用期限（平成３１年３月３１日まで）を

２年間延長するようお願いします。 
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１－３ 本都市の研究成果を活用した府省横断によるイノベー 

ション創出の推進（内閣府） 

 

＜要望事項＞ 

 ・本都市の研究成果を活用し、府省横断によるイノベーション 

創出の推進 

 

＜説明＞ 
日本経済の再生と持続的経済成長を実現するには科学技術イノベーション

が不可欠であり、総合科学技術・イノベーション会議では、我が国全体の科学

技術を俯瞰する立場から、総合的・基本的な科学技術・イノベーション政策の

企画立案および総合調整を進めておられます。 

本都市内には、情報通信、人工知能、環境・エネルギー、高強度レーザー、

バイオ等、様々な分野の研究機関が集積し、都市内外の立地企業や他の研究機

関と連携を図りながら、「科学技術イノベーション総合戦略２０１７」で位置

づけられている、新たな経済社会としての「Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０」（超スマ

ート社会）を実現するプラットフォームを支える基盤技術となるビッグデータ

解析技術や人工知能（ＡＩ）、光・量子技術をはじめとする先端的な研究を推

進し、持続的な成長と地域社会の自立的な発展や国及び国民の安全・安心の確

保と豊かで質の高い生活の実現といった国家的な課題解決に寄与する産業創

出に取り組み、研究成果の実用化も進んでおります。 

また、本都市では、平成２８年９月に本採択された「リサーチコンプレック

ス推進プログラム」において、世界に誇るイノベーション創出を目指し、地域

に集積する産・学・官・金のプレイヤーが共同でビジョンを掲げ、国内外の異

分野融合による最先端の研究開発、成果の事業化、人材育成を一体的かつ統合

的に展開するための複合型イノベーション推進基盤の形成と、そうした取り組

みを通じた地方創生に取り組んでおります。 

更に、地元自治体、経済団体、大学、各研究機関、立地施設等が参画し、け

いはんなＲ＆Ｄイノベーションコンソーシアムを新たに設置したほか、その支

援ハブ組織を立ち上げ、オープンイノベーションの更なる推進に取り組んでお

ります。 

これらの取り組みをより強力に推進していくため、総合科学技術・イノベー

ション会議や第５期科学技術基本計画に定める「Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０（超ス

マート社会）」の仕組みづくり等の推進に当たっては、本都市の研究成果を積

極的に活用いただき、府省横断的なイノベーション施策を本都市で実施いただ

きますようお願いします。 
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【本都市の先端技術と課題解決の例】 

① 脳情報解析、知能ロボット、無線技術 

（(株)国際電気通信基礎技術研究所（ＡＴＲ）） 

・脳情報解析による精神疾患診断及びその治療 

・簡易なブレインマシンインタフェースによる日常生活支援 

・日常生活の場で人と関わりながら活動するロボットやユビキタスネットワ 

ーク技術とロボット技術が融合したネットワークロボットの実現 

・有限な電波資源を有効に利用した快適な生活の実現のための先進技術やア 

プリケーションの開発   等 

② データ利活用技術（国立研究開発法人情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）） 

・あらゆる環境で、生活一般分野について実用レベルを満たす音声翻訳技術 

の実現 

・ビッグデータを、利用者の要望に合わせて自動生成したり、災害情報等を 

リアルタイム解析の上提供する社会知解析技術の研究の推進 

③ ＣＣＳ技術、バイオリファイナリー技術、膜分離技術 

（公益財団法人地球環境産業技術研究機構（ＲＩＴＥ）） 

・発電所、製鉄所などの大規模排出源からＣＯ２を分離回収し、地中へ貯留 

するＣＣＳ技術の開発 

・非可食バイオマスからバイオ燃料や化学品等を効率的に生産するバイオリ 

ファイナリー技術の開発 

・水素社会の実現に不可欠な水素の分離・精製などへ適用できる無機膜を用 

いた技術の開発 

④ 高強度レーザー技術 

（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（ＱＳＴ）） 

・粒子線がん治療器の小型化・低価格化等、レーザー技術を活用した先進医 

療の普及 

・レーザーによるトンネル等のインフラ健全性検査技術の実現 
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１－４ ｉＰＳ細胞を活用した創薬・機器開発推進のための産学

連携拠点やインキュベーション施設整備等への支援（経

済産業省、厚生労働省） 

 

＜要望事項＞ 

 ・ｉＰＳ細胞を活用した創薬・機器開発推進のための産学連携 

拠点やインキュベーション施設整備への財政支援 

 ・創薬、関連機器製造等の分野における医薬品医療機器総合機 

構の審査機能の関西支部への移転 

 

＜説明＞ 
 今年４月、疾患特異的ｉＰＳ細胞の保有数では世界最大を誇る理化学研

究所バイオリソース研究センター（ＢＲＣ）が、ｉＰＳ細胞の利活用を促

進するための「ｉＰＳ細胞創薬基盤開発連携拠点」を、本都市に整備しま

した。この拠点では、ＢＲＣのｉＰＳ細胞を利活用して創薬・病態研究の

基盤技術の開発、技術的難度を低減し、実用化・一般化を目指した創薬技

術研究の先導、大学・研究機関・企業とＢＲＣのｉＰＳ細胞の橋渡しの役

割を担うことで、第５期科学技術基本計画に記載されている「世界最先端

の医療技術の実現」に取り組んでおります。 

この拠点を中心に、本都市を、難病疾患等の創薬研究や細胞を活用した

治療技術等の研究、さらには再生医療関連の周辺機器等の開発などの推進

を図る企業等が集積する、「ｉＰＳ細胞を活用した創薬・機器開発など産業

応用の拠点」とするべく取り組んでまいります。 

つきましては、ｉＰＳ細胞を活用した創薬・機器開発など産業応用の集積

を図り、これらの拠点としてオープンイノベーション推進を図るため、産

学連携拠点やインキュベーション施設整備に対する新たな財政支援策を講

じていただくようお願いします。 

また、本都市を含む関西エリアは、ｉＰＳ細胞に代表される再生医療分

野等において、臨床応用や創薬、関連機器製造等への取り組みが活発に行

われています。再生医療の実用化や創薬、関連機器製造等をさらに加速さ

せるため、研究・開発基盤等が充実する関西エリアに、独立行政法人医薬

品医療機器総合機構（ＰＭＤＡ）の審査機能を移転するための支援をお願

いします。 
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１－５ けいはんな学研都市へのコンベンションの誘致（総務省、 

国土交通省、文部科学省） 

 

＜要望事項＞ 

 ・けいはんな学研都市への国際会議等のコンベンション誘致 

 

＜説明＞ 
 けいはんな学研都市では、けいはんなプラザやけいはんなオープンイノ

ベーションセンター（KICK）をはじめとする都市内の施設で国際会議や学
会などを開催することにより、国際的な研究交流やビジネス交流の促進、

地域への経済効果波及、都市ブランドの向上を図るため、地元関係機関や

行政などによる「けいはんなコンベンション誘致推進協議会」を中心にコ

ンベンション誘致活動を展開しております。 

本都市には、情報通信、環境･エネルギー、医療･バイオといった多様な

研究分野にわたる大学･研究機関や、研究成果を産業化につなげる支援機関、

研究開発型産業施設が数多く立地しており、これらは世界トップクラスの

研究やオンリーワン技術を生かした研究開発や産業化などで顕著な成果を

生み出しています。 

これらの施設や周辺地域の視察等を通じて、コンベンション参加者に我

が国トップレベルの研究環境や地域づくりをアピールすることが可能であ

ると考えております。 

また、コンベンションの開催に必要な会議施設や宿泊施設等、最適な会

議環境を提供することはもちろんのこと、豊かな自然と美しい景観に恵ま

れた滞在環境の中で、実りの多い会議成果を挙げることができるものと確

信しており、今後も引き続き、政府主催のコンベンションをけいはんな学

研都市において開催いただきますようお願いします。 
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２．都市基盤整備の促進 

 

２－１ 道路網の整備充実（国土交通省） 

 

＜要望事項＞ 

 ・一般国道１６３号の全線整備及び国道２４号から木津中央 

地区までのアクセス道路の早期整備 

 ・京奈和自動車道の早期全線整備 

 ・新名神高速道路の早期の全線供用開始に向けた整備推進 

 ・「淀川左岸線（２期及び延伸部）」の早期整備 
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＜説明＞ 
①学研都市連絡道路（一般国道１６３号）の全線整備及び国道２４号か

ら木津中央地区までのアクセス道路の早期整備 

大阪圏の産業集積地との連携及び奈良先端科学技術大学院大学等高山

地区立地施設の産学官連携の活性化等において重要性が高い学研都市連

絡道路（一般国道１６３号）につきましては、順次整備が進み、利便性

が向上しております。一方、未整備区間では頻繁に交通渋滞が発生する

箇所もあり、バスの遅延等公共交通機関の運行に影響を及ぼしておりま

す。全線が整備されれば、交通渋滞の解消による時間短縮等、本都市内

外の円滑な連携が可能となります。早期かつ確実な全線整備をお願いし

ます。 
また、木津中央地区では京都大学大学院農学研究科附属農場が開所す

るとともに、計画人口約１万人の宅地整備が進んでおります。木津東バ

イパス（天神山線）の開通は、木津川市内の国道２４号及び１６３号の

渋滞を解消し、木津地区の物流環境を改善し、企業の進出が見込まれる

とともに、木津地区と精華西木津地区をはじめとする各クラスターとの

連携が促進され、都市全体の活性化に資するものであり、早期整備をお

願いします。 
 
②京奈和自動車道の早期全線開通 

新名神高速道路と共に関西大環状道路を形成している京奈和自動車道

は、国土軸と結び広域的なネットワークを形成する重要な路線であり、

本都市が、近畿一円の高速道路網と密接につながることで、本都市の高

度な学術研究施設と京都、大阪、神戸をはじめとする産業集積地との連

携によるイノベーションの推進が可能となるとともに、物流の改善を通

じて立地企業の競争力強化につながります。また、京都・奈良・和歌山

の世界遺産周遊の他大阪や神戸といった観光資源の連携が可能となり、

外国人観光客の増加等にも大きく寄与します。 
大和北道路（奈良北 IC～郡山下ツ道 JCT）においては平成３０年度に

合併施行方式（直轄道路事業＋有料道路事業）」にて事業化されたことか

ら、全線整備に必要な財源措置及び、早期全線整備に向けた着実な取組

をお願いします。 
 
③ 新名神高速道路の整備 

 本都市と高速道路ネットワークのアクセスとなる新名神高速道路につ

いては、早期の全線供用に向け着実な整備促進をお願いします。 
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④ 淀川左岸線（２期線及び延伸部）（大阪都市再生環状道路）の早期整
備 

  本都市へのアクセス道路である「第二京阪道路」につながる「淀川左

岸線（２期及び延伸部）」は、関西国際空港や大阪湾ベイエリアと国土軸

を結ぶ広域的なネットワークを形成する重要な路線であり、本都市及び

周辺地域（京都府南部、大阪府東部）から阪神港、ＪＲ新大阪駅、大阪

駅周辺地区への移動時間が短縮され、本都市における研究成果の活用が

容易になることに加え、物流の改善を通じて立地企業の競争力強化につ

ながります。 
  「淀川左岸線(２期)」（海老江ＪＣＴ～豊崎ＩＣ間）においては、平成
３０年度からの工事本格化に向けた必要な財源措置等、早期整備に向け

た取組をお願いします。 
また、「淀川左岸線(延伸部)」（豊崎ＩＣ～門真ＪＣＴ間）においては、

平成２９年度より地質調査及び設計等に着手しており、早期整備に向け

た取組をお願いします。 
 

淀川左岸線 京奈和⾃動⾞道 

新名神⾼速道路 
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２－２ 公共交通機関網の整備充実（国土交通省） 

 

＜要望事項＞ 

 ・近鉄けいはんな線の高の原もしくは新祝園への延伸 

 ・JR学研都市線、JR奈良線の複線化・高速化 

 ・リニア中央新幹線の東京－大阪間の一日も早い全線開業 

 ・北陸新幹線の一日も早い新大阪までの全線開業 

 ・関西国際空港と大阪都心部を結ぶ高速鉄道等の整備検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

 

 

 

＜説明＞ 
① 近鉄けいはんな線の延伸 

 大阪都心部と本都市とを直結する東西方向の幹線軸を形成するととも

に高山地区へのアクセスを向上させるために「学研奈良登美ヶ丘～高の

原（３．８km）」または「学研奈良登美ヶ丘～学研中央～祝園 NT～新祝
園（６．２km）」の延伸に関して支援をお願いします。 
経済・文化・学術をはじめとしたあらゆる面において地域間の交流・

近鉄 

けいはんな線 

ＪＲ学研都市線 
Ｊ
Ｒ
奈
良
線 

JR学研都市線複線化 

・松井山手～木津（実施時期未定） 

◎開通による効果 

・全線複線化により、木津－京橋 

 間が、最大 10分程度短縮 

・定時性の確保 

 異常時のダイヤ回復時間短縮 

JR奈良線複線化 

◎対象区間 

・JR藤森～宇治(H34完成予定) 

・新田～城陽(H34完成予定) 

・山城多賀～玉水(H34完成予定) 

・城陽～山城多賀(完成時期未定) 

・玉水～木津(完成時期未定) 

◎開通による効果 

・全線複線化により、京都－木津間 

 が、最大 10分程度短縮 

・定時性の確保 

 異常時のダイヤ回復時間短縮 

学研奈良登美ヶ丘 
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連携を促進するアクセス手段として、また、併せて近鉄奈良線の混雑緩

和が期待されます。 
近畿地方交通審議会次期答申に向け、引き続き、鉄道事業者、地方自

治体等の関係者間での協議を進めて参りますので、実現に向けて支援を

いただきますよう、お願いします。 
 
② JR学研都市線及び JR奈良線の複線化・高速化 

大阪都心部を経由し阪神方面と本都市とを連絡する「JR学研都市線」
及び京都駅と本都市を直結する「JR奈良線」の複線化・高速化に関して
支援をお願いします。 
複線化により、大阪・京都からの時間短縮、異常時のダイヤ回復時間

の短縮等、本都市へのアクセス手段が多様化され、通勤通学者や市民の

みならず本都市内外の多くの方々の重要な移動手段となる他、新たに敷

設される北陸新幹線との連携による利便性の向上が見込まれます。 
 
③ リニア中央新幹線の東京・大阪間の一日も早い全線開業 

平成２６年１０月に国土交通大臣からリニア中央新幹線の工事実施計

画（品川－名古屋間）が認可され、平成３９年の開通に向け工事が着工

されました。また、財政投融資を活用し、全線開業の最大８年間の前倒

しが図られたところです。 
「国土形成計画（平成２７年８月閣議決定）」では、リニア中央新幹線

の開業により三大都市圏をそれぞれの特色を発揮しつつ一体化し、世界

からヒト、モノ、カネ、情報を引き付け、世界を先導していくスーパー・

メガリージョンの形成が期待され、筑波研究学園都市、関西文化学術研

究都市、沿線の大学、研究機関等の連携が強化されるなど、知的対流（ナ

レッジリンク）形成・拡大により、スーパー・メガリージョン内外の人、

モノ、情報の高密度の連携から、高度な価値創造が行われる可能性があ

る、と明記されており、これらの早期実現を図るためにも、中央新幹線

の建設に関する整備計画（平成２３年５月２６日付）に基づき、東京・

大阪間の一日も早い全線開業ができるよう支援をお願いします。 

 

④ 北陸新幹線の一日も早い新大阪までの全線開業 

平成２９年３月に与党整備新幹線建設推進プロジェクトチームにおい

て、新大阪までのルートが決定されました。北陸新幹線の整備効果を最

大限に発揮するためには、大阪まで一気に開業することが不可欠であり、

敦賀・新大阪間の一日も早い着工・開業の実現に向けた支援をお願いし

ます。 
関西文化学術研究都市のさらなる発展に向け、インフラ整備は重要で
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あり、とりわけ新幹線は、地域開発や科学技術の発展に大きく寄与する

と考えられます。 

 

⑤ 関西国際空港と大阪都心部を結ぶ高速鉄道等の整備検討 

関西国際空港のアクセスの抜本改善に向け、大阪都心部と関西国際空

港を結ぶ高速鉄道等の整備に関し検討を進め、早期実現に向けた取組を

お願いします。 

海外からのアクセス時間が短縮されることにより、本都市のみならず、 

関西全域において企業進出の促進や産業競争力の強化につながります。 
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２－３ 都市基盤の整備推進（国土交通省） 

 

＜要望事項＞ 

 ・ＪＲおよび近鉄の主要駅の結節点および周辺施設整備に対す 

る支援 

・河川、下水道の整備に対する支援 

 

＜説明＞ 
本都市の玄関口となるＪＲおよび近鉄の主要駅（下狛および狛田）の結

節点および周辺施設整備に対する支援をお願いします。 

また、本都市の安心・安全を確保する河川（煤谷川、大井手川、穂谷川、

山田川、富雄川）、下水道（木津川上流流域および本都市関連の公共下水道）

の整備に対する支援をお願いします。 
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２－４ 「飛鳥・平城宮跡歴史公園平城宮跡区域」及び周辺の整

備促進（国土交通省） 

 
＜要望事項＞ 

 ・「飛鳥・平城宮跡歴史公園平城宮跡区域」の整備促進および 

周辺整備に必要な事業費の確保 

 ・「飛鳥・平城宮跡歴史公園平城宮跡区域」の積極的な利活用 

の推進 

 
＜説明＞ 
平城宮跡地区は特別史跡平城宮跡を中心とした地域で、関西文化学術研

究都市の文化学術研究ゾーンに位置づけられており、史跡の保存・整備や

文化財、考古学に関する文化学術研究施設の充実・整備等を図ることを目

的として、朱雀門や東院庭園、第一次大極殿の復原が進められてきました。 
平城遷都１３００年を契機として取り組まれている「飛鳥・平城宮跡歴

史公園平城宮跡区域」の整備促進および周辺整備に必要な事業費の確保を

お願いします。 
また、本年 2月 13日付けで国土交通大臣に事業認可をいただきました県
営公園区域（朱雀大路東側地区）における歴史体験学習館の早期完成に向

けた社会資本整備総合交付金の確実な予算措置も併せてお願いします。 
 
本年 3月 24日に開園した平城宮跡歴史公園において、平城宮のかつての
姿や人の営みに関する展示館や、来場者をもてなす便益施設が整備された

ことで、観光交流拠点奈良の中核施設として「平城宮跡」を、今後より一

層利活用することにより、観光交流の活性化を促進することができます。 
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平城宮跡歴史公園・基本計画平面図より 
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２－５ 都市基盤整備事業に対する財政支援（国土交通省） 

 
＜要望事項＞ 

 ・地元自治体が実施する都市整備事業に対する、国庫補助金 

の嵩上げや優先配分、特別交付税における財源措置などの 

配慮 

 
＜説明＞ 
都市基盤整備を推進するため、本都市内のクラスターを連絡する都市計

画道路の整備など地元自治体が実施する関連事業に対して、国庫補助金の

嵩上げや優先配分、特別交付税における財源措置など、特別のご配慮をお

願いします。 
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３．新産業創出・産業集積につながるプロジェクトの推進 

 
３-１ 本都市のポテンシャルを活かしたオープンイノベーショ 

ンを持続的に創出する仕組みの創設と取り組みの推進（内閣 

府、総務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省） 

 
＜要望事項＞ 

 ・オープンイノベーションを持続的に創出する先駆的取り組み 

への支援 

 ・自動運転を含む新たな交通システムの実証実験が実現できる

よう、多数の行政区をまたがる規制のサンドボックス制度の

適用 

 
＜説明＞ 
 本都市では、都市建設から３０年を経て、研究開発機関や企業立地の着

実な増加とともに、良好な住宅地の形成も進み、研究開発に伴う様々な住

民参加型の地域実証なども行われてきました。 
 こうした本都市のポテンシャルを活かし、新たな産業価値の創出を通じ

た「真の豊かさを育むスマート社会の構築」を目指し、平成２８年４月に、

オープンイノベーションを基軸に、研究開発初期段階のコンセプトづくり

から、知財調整、利害調整、特区活用によるフィールド検証、実務・基盤

技術教育による人材育成および人材交流等をワンストップで支援するハブ

となる組織「ＲＤＭＭ支援センター※」を設置しました。 
 また、平成２８年５月にはこのセンターの支援活動の舞台となる「けい

はんなＲ&Ｄイノベーションコンソーシアム」が設立され、ＲＤＭＭ支援セ
ンターの支援の下、様々な分野別の活発なＷＧ（ワーキング）活動を通じ

て、持続的にイノベーション創出を図る取り組みを推進しています。 
       〔※ 現在、８６の企業、研究開発機関、大学等が参加〕 
 これらの動きに加えて、平成２８年９月に、国立研究開発法人科学技術

振興機構からリサーチコンプレックス拠点として採択を受け、けいはんな

学研都市が有する i-Brain(脳情報・人間科学)と ICTの豊富な先端技術の蓄
積を融合し、「超快適スマート社会」の創出につなげる新事業・サービスの

創出と、これらが持続的に起こるイノベーション・エコシステムの構築を

目指した取り組みを、地域の産・学・官・金（金融機関）の連携のもとで

推進しております。 
こうした取り組みにより、優れた研究開発の推進とその成果を活かした事
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業化・産業化が加速され、我が国の成長戦略を牽引する役割を果たせると

ともに、地域産業の振興による地域創成に貢献するものと考えています。 
  国におかれても、第５期科学技術基本計画において、オープンイノベー
ション推進を柱として位置づけられたところであり、その先駆けとなる本

都市における取り組みに対して､格別のご理解と積極的な支援をお願いし

ます。 
 
＜特に支援を要望する内容＞ 
①  地域実証等における特区制度の活用 

   本都市の一部区域においては、国家戦略特区、国際戦略総合特区の

指定を受けており、新規事業化に伴い必要となる地域実証が推進され

るよう、地域の実情に応じた適切な規制緩和の措置をお願いします。  
②  サンドボックス制度の適用 

    自動運転を含む新たな交通システム実証実験の実施に向けて、多数
の行政区にまたがる本都市全体をバーチャル都市とみなして、現在、

未来投資戦略の中で検討が進められている、プロジェクト単位の規制

の「サンドボックス」制度を適用することに対して支援をお願いしま

す。 
    また、併せて、公道自動走行実証実験実施のため、本都市での道路

運送車両法等の規制緩和をお願いします。 
③  人材育成への支援制度の創設 

    大学において、近年、実務・基盤技術教育が十分行われていない現 
状があり、企業人材等も活用し、かかる分野での教育環境の整備を行 
うとともに、本コンソ－シアムが提供する人材育成プログラムについ 
て、特に若手人材の参加促進を図ることができるよう、派遣する企業 
等への支援策を講じていただくようお願いします。 
④  WG､プロジェクト活動への支援制度の創設 

    当コンソ－シアムには、ベンチャー・中小企業も多く参加しており、 
その機動性・柔軟性により、大きな役割を果たすものと期待されてい 
ます。プロトタイプ検証や地域実証を行う場合は相当の費用負担が生 
じることも想定されることから、ベンチャー・中小企業の参加促進を 
図るため、こうした経費負担を軽減する支援措置を講じていただくよ 
うお願いします。 
⑤ リサーチコンプレックス推進プログラムへの支援 

本プログラムの採択後、オープンイノベーションの下で産官学金の

多彩なプレイヤーが集結・拡大するとともに、脳科学と情報通信技術

を融合した３つのパイロットプロジェクトの実証開始、ピッチ会や産

官学マッチング支援による資金獲得、国内外のイノベーション拠点と
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の連携などの成果が生まれてきており、これらを活かし、地域創生に

つながるイノベーション・エコシステムが構築できるよう、必要な予

算の確保をお願いします。 
 
＜参考１＞ 
「RDMM支援センター」及び「けいはんな R&Dイノベーションコンソ
ーシアム」の概要 

 

「RDMM支援センター」の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「けいはんな R&Dイノベーションコンソーシアム」を主催、コンソーシアムを介して、 
①特区等のけいはんなの立地を生かした共同フィールド検証プラットフォームの提供、②デザイン学等を

活用した R&Dアーリーステージでの開発加速支援、③知財／利害調整による産学官連携加速支援、④大
学と共同で人材育成／人材交流プログラムの提供 等の活動を実施 
 

技術分野別育成／ 
教育プログラムを 
大学と共同で提供 
・パワエレ、ナノテク 
 ソフトウェア工学等、 
 基盤技術分野における 
実務教育/人材育成プログラムを 
提供 

・大学/企業連携による人材交流 

人材育成 
人材交流 

・多様な人材による検討 
  プラットフォームを構築 
   ・デザイン学活用で 
    新規テーマ創出 
   ・グローバルＲ＆Ｄ 
     戦略構築支援 

アーリーステージ 
R&Dを 
デザイン学で加速 
投資効率向上 

  Ｒ＆Ｄイノベーション 
  コンソーシアムを主催 

 ワンストップ支援サービス 
・産官学連携の障害となる 
 知財等の利害を 
 適切に調整 
・R&Dアーリーステージ 
 から事業化まで 
 ワンストップ支援 

知財調整、 
利害調整による 
産官学連携加速 

特区やコミュニティ等 
立地を活用した 
フィールド検証 

       フィールド検証実験 
       共同プラットフォー

ム を構築 
      ・国家戦略特区等を活用 

住民コミュニティを活用し 
    たサポーター制度構築 

企業ニーズに応じたイノベーションの推進 

RDMM支援センター 
（企業・大学連携のハブとなる 
ワンストップソリューション組織） 

人材育成 
人材交流 
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「けいはんな R&Dイノベーションコンソーシアム」の概要 

 
＜主要活動＞ 
Ø 未来事業創出に向けた新 R&Dテーマ創出ワーキング活動 

Ø 新事業創出に向けた各種技術分野別ワーキング活動 

Ø けいはんなの立地を活かしたフィールド検証実験のプラットフォームを提供 

Ø 基盤技術人材育成に向けた人材育成プログラムの提供 

※大阪大学と連携したナノテク高度技術人材／パワーエレクトロニクス技術人材 育成プログラム 

Ø 国立国会図書館関西館のレファレンス・サービスを活用した技術／市場調査／マーケティング等、戦
略構築 

Ø 各種セミナー、ワークショップ      等 

 

 

＜参考２＞ 
「リサーチコンプレックス推進プログラム」の概要 

 
 

 

 

＜実施体制＞ 科学技術振興機構 

委託 
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けいはんなリサーチコンプレックス概要図 

 
＜参画機関＞ 

企業２１社、研究機関２機関、大学１１機関、関経連・３府県・金融機関・推進機構 ７機関 
（参画企業）島津、京セラ、オムロン、サントリー、大和ハウス、パナソニック、ダイキン等 
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３－２ 持続可能なモデル都市づくりの推進（総務省・経済産業 

省） 

 

＜要望事項＞ 

 ・ビッグデータ活用による超スマート社会推進に関する取組へ

の補助制度の創設 

 

＜説明＞ 
本都市では、「次世代エネルギー・社会システム実証事業」による環境・

エネルギー分野での取り組みをはじめ、生体情報収集によるヘルスケア推

進事業や次世代型植物工場など、ＩＣＴを基盤技術として、スマートシテ

ィづくりに向けた多様な取り組みを推進してきました。 
今後は、ｉｏＴ等によって集積される膨大なビッグデータを解析・活用

することにより、エネルギー、モビリティ、ヘルスケア、農・食や安全な

ど、様々な分野で今までにない新たなビジネスを創出して社会実装を進め、

世界に先駆けて人間中心の超スマート社会のモデルを構築することを目指

しています。 
この取組を促進するため、国において、住民、企業や行政の持つデータ

の収集・共有・流通が可能な基盤構築やデータ関連人材の育成を支援する

補助制度の創設をお願いします。 
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３－３ 多言語音声翻訳技術の利活用における、実証実験用の研 

究予算の充実（総務省） 

 

＜要望事項＞ 

 ・早期実用化に向けた実証実験用の研究開発予算の充実 

・固有名詞や方言等独自の言い回しを自由かつ迅速に登録でき 

るシステムの開発・運営体制構築のための予算措置 

 

＜説明＞ 
平成２６年４月に発表された「グローバルコミュニケーション計画」の

ロードマップにおいては、東京オリンピックが開催される平成３２年まで

に「旅行分野、防災・減災分野、医療分野、生活分野の会話について１０

言語で高精度な音声翻訳を実現し、スマートフォンをはじめ様々な端末で

便利なアプリケーションを利用可能にする」という目標が設定されていま

す。この目標を達成し、訪日外国人目標を平成３２年に４０００万人を想

定したおもてなし体制を確立するためには、多言語音声翻訳技術を利活用

し、人に寄り添った社会実装モデルの構築が不可欠です。 

この技術の早期実用化に向け、来年度以降においても、実証実験用の研

究開発予算の充実をお願いします。 

海外からの観光客が多く集まる京都・大阪・奈良・神戸といった古都文

化地域及び大都市商業地域を抱え、平成３１年に「金融・世界経済に関す

る首脳会合（Ｇ２０サミット首脳会議）」が大阪で、また日本各地で「ラグ

ビーワールドカップ２０１９」、平成３３年５月には５万人の参加者が見込

まれる「ワールドマスターズゲームズ２０２１関西」が開催されるととも

に「２０２５年国際博覧会」の大阪への誘致に取り組む関西においては、「け

いはんな情報通信オープンラボ研究推進協議会」をプラットフォームとし

てオールジャパン体制のグローバルコミュニケーション開発推進協議会に

参加すると共に、関西独自の活動を推進しています。多言語音声翻訳技術

を活用して、外国人訪日客を積極的に受け入れ、地域活性化への貢献・お

もてなし向上を目指す地域・団体の掘り起しと、さらなる普及促進を図っ

ていきます。合わせて、利活用フィールド団体・企業の課題掘り下げと実

用化促進を検討するグループなどの体制づくりを支援していきます。この

活動を進めるためには、各利用団体が必要とする固有名詞や独自の言い回

しなどを自由に迅速に登録できるシステムの開発と運営体制の構築が不可

欠であり、このための予算措置をお願いします。わが国発の技術で、世界

の交流の壁を取り除き自由な交流を可能とし、世界から集う人たちへの「お

もてなし」を実現するために、是非、関西独自の取り組みを積極的に活用
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していただくようお願いします。 
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３－４ アジアを中心としたサイエンスパーク間の交流促進 

（文部科学省、経済産業省、国土交通省） 

 

＜要望事項＞ 

 ・海外展開を図るために必要な研究内容の秘密保持や研究成果 

等の知的財産保護の仕組み作りならびにそれに必要な財政的 

な支援制度の創設 

 ・研究テーマ毎に、研究機関相互の定期的な交流を支援する枠 

組みの設置ならびにそれに必要な財政的な支援制度の創設 

 

＜説明＞ 
本都市は、環境・新エネルギー分野での経済戦略を強力に展開するため、

これまで、中国中関村科技園区、韓国大徳研究開発特区、台湾新竹科学工

業園区等のサイエンスパークと交流を進め、都市内の研究機関が、地球規

模の環境問題の解決や太陽電池、スマートグリッド、燃料電池、電気自動

車など、日本が技術的優位性を有する新エネルギー分野において、研究・

技術交流等の連携強化を進めてきました。また、公益財団法人関西文化学

術研究都市推進機構では、４年前にアジアサイエンスパーク協会に加盟す

るとともに、３年前にはスマートシティ形成に取り組む地方自治体や企業

等の国際的な連携を促進する「スマートシティ・グローバルネットワーク」

に加盟いたしました。更に、昨年は、中国・大連ハイテク産業区管理委員

会、カナダ・ケベック州のラバル大学都市科学共同研究ユニット（ＪＲＵ

ｕｓ） タイ・チェンマイ県のチェンマイ大学 サイエンステクノロジーパ

ーク（ＣＭＵ ＳＴｅＰ）（いずれも産学官連携のハブ組織）との間で、そ

れぞれＭＯＵ（覚書）を締結し、具体的な連携プロジェクトの創出に向け

た取り組みを開始しております。 

今年も、スペイン・バルセロナが世界展開する「スマートシティエキス

ポ世界会議」との連携のもとで、国際的な地域間交流やビジネス交流・技

術交流によるネットワークの形成を通じて、京都・けいはんなからスマー

トシティを共創・発信し、持続可能社会の実現に貢献する「京都スマート

シティエキスポ２０１８」を１０月に開催する予定にしております。 

今後、本都市が世界のサイエンスパークをリードする研究開発拠点とし

て、さらにはスマートシティのモデルとして、海外展開を図るために必要

な研究内容の秘密保持や研究成果等の知的財産保護の仕組み、ならびに研

究テーマ毎に研究機関相互の定期的な交流を支援する枠組みの設置と、そ

れらに必要な財政的な支援制度の創設をお願いします。 
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４．学術・研究開発機能の活用・高度化 

 

４－１ 国立国会図書館関西館 

 

＜要望事項＞ 

 ・書庫増設のための第二期工事の工事費確保 

 ・資料のデジタル化、電子図書館サービスの推進への支援 

 ・公立図書館、企業・大学との幅広い連携協力の推進への理 

解と支援 

 

＜説明＞ 
 国立国会図書館関西館は、文化学術研究等に関する「知」の宝庫として、

また本都市の文化創造・情報発信の中核的施設として、大きな役割を担っ

ています。 

さらに、関西館は国立国会図書館東京本館と一体となって、納本制度に

基づき収集した図書館資料を国民の文化的財産として蓄積し後世に伝える

という役割を担っています。 

しかしながら、東京本館、関西館ともに書庫の収蔵能力が限界に達しつ

つあり、収蔵資料の増加に対応した本施設の一層の整備・拡充が急務とな

っております。書庫増設のための第二期工事につきましては、平成２６年

１１月の国立国会図書館建築委員会勧告を踏まえ、平成２８年度予算にお

いて四か年の限度額１４３億円余の国庫債務負担行為と初年度の工事費が

認められ、平成３１年度竣工に向け、平成２８年９月に工事を開始いたし

ました。引き続き、平成３１年度の工事費の確保についても格別のご配慮

をお願い申し上げます。 

また、本都市における先端技術の研究に資する情報ニーズに応えるため

の資料・情報の充実、ならびに急速に進展する電子情報環境への適切な対

応および大規模な災害の際の資料・情報の毀損・滅失に備えるためにも、

資料のデジタル化事業、インターネット資料収集等の電子図書館サービス

の推進についてもご支援をお願いいたします。 

最後に、全国の図書館等を通じて全ての国民に国立国会図書館の最先端

の図書館サービスを提供するため、公立図書館をはじめ企業、大学等との

幅広い連携協力の推進についてもご理解とご支援をお願いいたします。  

 



   

29 
 

４－２ （株）国際電気通信基礎技術研究所（ATR）（総務省） 

 

＜要望事項＞ 

 ・イノベーション創出を目指す研究開発拠点の活性化と競争 

的資金制度の拡充を通じた支援 

 

＜説明＞ 
脳情報科学や生活支援ロボット、無線通信などの情報通信分野で最先端

の研究開発を進めている国際電気通信基礎技術研究所の機能を活かすこと

ができるよう、イノベーション創出を目指す研究開発拠点の活性化と競争

的資金制度の拡充を通じた支援をお願いします。 

 

① 情報通信と人工知能に関する地域の研究開発拠点の活性化の推進 

 地場産業、伝統文化、観光資源、先進的住民を揃えたけいはんな学研

都市の特性、強み、国際的な認知度を活かした、地域の活性化とイノベ

ーション創出に繋がる研究開発拠点の整備・拡充のための支援をお願い

します。特に脳情報とロボットに関する研究の拠点化と人工知能の研究

拠点化が進んでおり、これらを中心とした国際研究拠点構想の実現が強

く望まれます。 

 

② 「戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE）」の拡充 

ICT分野において、未来社会における新たな価値創造、若手 ICT研究
者の育成、ICT 利活用による地域の活性化等を推進する競争的資金制度
の「戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE）」を拡充していただく
ようお願いします。 

本都市において研究開発を継続している障害者や高齢者を補助する生

活支援･医療介護に活躍するロボットの実現や、人工知能を駆使した脳情

報の解析等による新たな研究成果の創出などを通じて、ICT 産業の一層
の振興と地域の活性化が図られます。 

 

③ 国際共同研究の推進 

研究開発成果の国際標準化や実用化を加速し、さらなるイノベーショ

ンの創出や我が国の国際競争力の強化、国民生活や社会経済の安全性・

信頼性の向上等を図るため、国際共同研究事業の一層の推進をお願いし

ます。 

けいはんな学研都市の国際性の強化にも大きく貢献するものと考えま

す。 
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⇒精神疾患の診断＋治療の実施に向けた取組の実施 

BMI 
（ブレーン・マシン・インターフェース） 

脳情報科学による精神疾患の診断と治療 
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４－３ 国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）「ユニバー
サルコミュニケーション研究所」および「けいはんな情報

通信オープンラボ」への支援（総務省） 

 
＜要望事項＞ 

 ・ユニバーサルコミュニケーション技術の研究開発促進、成 

果の発信や人材育成 

 ・「けいはんな情報通信オープンラボ」を含む研究施設のさら 

なる充実 

 
＜説明＞ 
 「ユニバーサルコミュニケーション研究所」および「けいはんな情報通

信オープンラボ」は、言語･文化･能力･距離･臨場感の壁を越え、心が通う

コミュニケーション、すなわちユニバーサルコミュニケーションの実現の

ための研究開発を推進しています。特に多言語音声翻訳技術は、国策であ

る「グローバルコミュニケーション計画」の中核技術であり、新たに巨大

な市場を切り拓く可能性があり、さらに東京オリンピックに向けた観光立

国実現のために、早急に規模を拡充する必要があります。 
本都市を含む関西地域は、京都、大阪、奈良という日本の代表的な観光・

文化資源を有する地域であり、ここに多言語音声翻訳技術を社会実装する

ことは、オリンピックの開催地東京での社会実装を、点から面に展開する

重要な布石となります。また、当研究所は、「けいはんな情報通信オープン

ラボ」等の施設を活用し、産学官が連携した地域における情報通信分野の

研究開発推進を図っております。 
つきましては、音声翻訳技術を中心としたユニバーサルコミュニケーシ

ョン技術の研究開発促進、成果の発信や人材育成、新たな産学官連携のた

めの「けいはんな情報通信オープンラボ」を含む研究施設のさらなる充実

について支援をお願いします。 
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４－４ 京都大学大学院農学研究科附属農場教育研究体制の整備 

（文部科学省） 

 

＜要望事項＞ 

 ・教育研究体制整備への支援継続 

 

＜説明＞ 
平成２８年４月から木津中央地区において京都大学大学院農学研究科附

属農場（木津農場）が稼働しました。本農場は、「グリーンエネルギーファ

ームの構築」、「作物の高品質・高収量技術の開発」、「次世代型有用植物の

開発」、「農工医連携プラットフォーム」を掲げ、食糧問題、環境問題、エ

ネルギー問題などの人類生存に深く関わる地球的規模の諸課題解決に向け

た教育と研究に取り組んでおります。文部科学省から「次世代の農と食と

エネルギーを創るグリーンエネルギーファーム教育拠点」に認定され、京

都大学だけでなく広く全国の大学生を対象とした実習教育を行っています。  

また、昨年１０月に、農学研究科とＮＴＴデータ経営研究所が共同で設立

した「グリーンエネルギーファーム産学共創パートナーシップ」の中核施

設として、エネルギー創造利用型農業モデルの構築を推進し、革新的な農

業技術の創造を目指しています。 

本事業により、産学公連携によるプロジェクトの創出や国内外から訪問

される研究者、学生、技術者等の増加が見込まれ、地域の教育・研究の活

発化や人材育成にも大きな役割を担うことが期待されます。引き続きご支

援をお願いします。 
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４－５ 奈良先端科学技術大学院大学教育研究体制の整備（文 
部科学省） 

 
＜要望事項＞ 

 ・運営費交付金の拡充 

 ・科学研究費補助金等の各種補助金に係る競争的資金の制度 

拡充 

 ・先端科学技術分野でトップレベルの教育研究成果を挙げるた

めの施設及び設備の改修、修繕等に必要となる経費の措置 

 
＜説明＞ 
 奈良先端科学技術大学院大学は、学部を置かない国立の大学院大学とし

て、最先端の研究を推進するとともに、その成果に基づく高度な教育によ

り人材を養成し、もって科学技術の進歩と社会の発展に寄与しております。 
 同大学は、平成３０年４月に「情報科学」「バイオサイエンス」及び「物

質創成科学」の３研究科を「先端科学技術」の１研究科に改組し、高度な

専門性に加え、社会・時代の要請に対応した先端科学技術全体を俯瞰でき

る広い視野や柔軟な発想・総合性・創造性を持つ人材を育成する教育研究

体制へ移行しました。教育面では、１つの専門分野での知識のみならず、

時代の変化に柔軟に対応できるトランスファラブルスキルを身に付けた人

材を、研究面では、異分野融合研究の推進による世界に先駆けた新分野の

創出を目指しています。 
さらに先端科学技術分野で国際競争力のある教育研究拠点として、また本

都市の学術研究拠点として、国内外から賞賛される質の高い研究成果を挙

げながら、国内外の優れた研究者の活発な交流やグローバルに活躍できる

柔軟な人材を育成する機能を強化するため、 
①先端科学技術を先導する研究の推進 
②世界と未来の問題解決を担う人材を育成する教育の展開 
③グローバルキャンパスの実現 
を目標として、新たな産学連携研究の取り組みである課題創出連携研究事

業（ダイキン工業、ヤンマー、サントリーと共同研究室を設置）や海外の

大学・研究機関との共同研究を推進する戦略的国際共同研究ネットワーク

形成プログラム（仏・ポールサバチエ大学、École Polytechnique、米・UC 
Davis、カーネギーメロン大学、カナダ・ブリティッシュコロンビア大学と
国際共同研究室を設置）を実施しています。 
また、平成２８年１２月に、人工知能、ビッグデータ、ＩｏＴ、サイバー

セキュリティ等の分野において最先端の研究や人材育成を展開する同大学
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及び国立研究開発法人理化学研究所と、トランスサイエンスな観点からの

考究で社会イノベーションを推進する公益財団法人国際高等研究所との３

者で相互協力に関する包括協定を締結し、理化学研究所の革新知能統合研

究（ＡＩＰ）センターと連携した共同研究をすすめています。 
ついては、これら事業の円滑な実施のため、教育研究活動の基盤となる運

営費交付金の拡充と科学研究費補助金等の各種補助金に係る競争的資金の

制度拡充をお願いします。また、同大学の建物は、そのほとんどが平成５

年から平成１４年の１０年間に整備されており、平成３３年度には、保有

面積の約６０％である約６２，０００㎡が建物改修の目安となる２５年を

経過することになり、老朽化が一斉に進むことが懸念されます。同様に基

幹設備（ライフライン）の過半も設置後２０年以上経過しているため、年々

修繕箇所が増加している状況にあります。今後、学生・教職員の安全を確

保するとともに、教育研究活動の安定性・継続性を維持していくにあたり、

老朽化した施設や設備に対する改修、修繕等に必要な経費の措置も併せて

お願いします。 
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４－６ 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 
関西光科学研究所（文部科学省） 

 

＜要望事項＞ 

 ・着実な研究開発推進のため、研究設備に対する支援 

 ・「きっづ光科学館ふぉとん」の充実した運営実現のための支 

  援 

 

＜説明＞ 

高強度レーザーを中心とした「光」の研究開発を推進している関西光科

学研究所は、平成２８年４月１日に発足した国立研究開発法人量子科学技

術研究開発機構の中核研究所の一つとして新たなスタートを切りました。 
研究所の主力であるＪ－ＫＡＲＥＮ－Ｐレーザーは、最近完了した高度

化によって、１０００兆ワット級の超高強度の極短パルス光を発生できる

装置に生まれ変わり、世界最高クラスの集光強度を達成しました。これを

用いて、重粒子線がん治療の普及を目指し、小型で汎用性に優れる第５世

代量子線がん治療装置（量子メス）の実現に向け、各種粒子線のレーザー

加速研究をスタートしています。 
レーザーを用いたトンネルなどのインフラ健全性検査技術の開発は、模

擬トンネルでの実証試験を完了し、けいはんな学研都市内の自治体にて実

際の道路トンネルでの実地試験が行われており、実用化に向けて大きく進

展しています。また、針を刺さずに測定可能な非侵襲血糖値センサーの開

発では、平成２９年７月にベンチャー企業を設立し、製品化に向けた開発

をスタートしています。さらに、法人として統合した放射線医学総合研究

所（千葉市）と共同で、統合失調症やアルツハイマー病等の脳機能解明に

向け、海馬等の脳深部観察を可能とする多光子レーザー顕微鏡を開発する

など、学術の最先端を目指した研究に加え、イノベーション創出に向けた

レーザー技術の応用研究にも力を入れております。 
これらの研究開発を着実に進めるためには、基盤施設・装置の継続的な

整備とそれらの安定した運転が必須であり、世界最先端の研究環境の構築

に関して、引き続き力強いご支援をお願いいたします。 
また、同研究所に併設する「きっづ光科学館ふぉとん」は光の不思議を

楽しく体験しながら学ぶことが出来る施設として子供から大人まで幅広い

年齢層に親しまれており、将来の日本を担う理科系人材の育成の場として

の役割も担っております。より充実した科学館の運営ができるよう、ご支
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援をお願いいたします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関西研の極短パルス超高強度レーザー装置（J-KAREN-P） 
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４－７ 公益財団法人国際高等研究所の活動への支援（文部科学

省） 
 

＜要望事項＞ 

 ・次世代を担う人物養成プログラムに係る支援 

 ・次代の科学技術立国を担う博士研究員（ポスドク）人材の活 

躍の場確保とそれによる共同研究プログラムの促進に係る支 

援 

 

＜説明＞ 

国際高等研究所においては、我が国の次世代を担う独立自尊の志を持つ

人材を、全人的人間形成を以って育成するためのジュニアセミナープログ

ラムを近畿地区の１８歳前後の高校生、大学生を対象に年２回開催してい

ますが、今後、その規模と頻度を拡大し、全国規模で展開していくための

支援をお願いします。 
現在、ポスドク人材を中心に、高度な専門教育を受けた人材の受け皿が

少なく、我が国の研究者の裾野が縮小している状況を鑑み、国際高等研究

所においてポスドク人材等を登用し、具体的な研究機関や企業との共同研

究を実行することで、将来の研究者に係る諸課題の総合的な解決を図りつ

つ、学術、科学技術の振興、オープンイノベーションの創発を実現する活

動に着手しておりますので、これらの協創基盤の形成を行うべく、新たな

枠組みの策定とそれに係る支援をお願いします。 
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４－８ 国立研究開発法人理化学研究所（けいはんな拠点）への

支援（内閣府、総務省、文部科学省） 
 

＜要望事項＞ 

 ・我が国の科学力の充実を図り、研究成果の社会導出等の促進、 

地域産業の活性化等のための支援 

① 運営費交付金等による継続的な支援 

② 関係機関や自治体に対する補助制度等の新設・拡充・着実
な研究開発推進のため、研究設備に対する支援 

 

＜説明＞ 

理化学研究所は、日本で唯一の自然科学の総合研究所として、世界最高

水準の成果を生み出すため、「科学力展開プラン」という経営方針を掲げて

運営を進めています。このプランの柱の一つとして、大学、研究機関、産

業界と協働し、理化学研究所が科学技術におけるハブの役割を担い、研究

開発のネットワークを形成及び強化することにより我が国の科学力の充実

を図るとともに、イノベーションの創出を推進する「科学技術ハブ」機能

の形成を進めています。さらに、創出した研究成果の社会導出等を図るた

め、産業界、自治体及び関連団体等との連携により、連携フォーラムやシ

ンポジウムを開催するとともに、産学官の協働による新たな共同研究の実

施を通じて創出した研究成果の社会導出等を促進し、地域産業の活性化に

資することを目指しています。 
関西文化学術研究都市においては、平成２８年３月の「政府関係機移転

基本方針」により、理化学研究所と地域の大学・企業等が脳科学分野やＡ

Ｉに関する地域イノベーション創出のため共同研究を展開するという移転

概要が示され、同年５月には理化学研究所と京都府、公益財団法人国際高

等研究所による、共同研究開発の促進、また京都府が保有する施設の活用

に関する連携・協力に関する基本協定、１２月には理化学研究所と国立大

学法人奈良先端科学技術大学院大学、公益財団法人国際高等研究所の間で、

広範な分野における共同研究や教育連携の促進等についての相互協力に関

する包括協定を、それぞれ締結しました。 
平成３０年４月には、バイオリソース研究センター（ＢＲＣ）が、ｉＰ

Ｓ細胞の利活用を促進するためのｉＰＳ細胞創薬基盤開発連携拠点を整備

しました。 
また、革新知能統合研究センター（ＡＩＰ）においては、平成２８年度
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以降、株式会社国際電気通信基礎技術研究所（ＡＴＲ）や国立大学法人奈

良先端科学技術大学院大学（ＮＡＩＳＴ）、公益財団法人国際高等研究所（Ｉ

ＩＡＳ）に研究チームを設置し、それぞれにおいてＡＩ技術に関連した研

究開発を実施しています。 
さらに医科学イノベーションハブ推進プログラム（ＭＩＨ）においては、

平成２９年度から同志社大学学研都市キャンパス内に、発達障害の新しい

診断法と治療法の開発を目指して連携研究室を設置して活動しています。 
 加えて、理化学研究所においては、産業界との連携をより一層促進す

ることを目指し、外部に「理研イノベーション事業法人（仮称）」を設立す

ることによって、産業界の知恵を導入しイノベーションを推進していくと

する計画を進めているところです。 
関西文化学術研究都市においては、情報通信、環境・エネルギー、医療

バイオなどの先端技術を有する研究機関における研究活動や研究成果が集

積していることから、これら研究開発のネットワークの形成・強化により

我が国の科学力の充実を図り、地域イノベーションの創出を実現するため、

関西文化学術研究都市における理化学研究所の取り組みに対する運営費交

付金等による継続的な支援や、理化学研究所と研究機関・関連企業との共

同研究及び地域の産学公連携を促進に必要となる措置（コーディネート機

能の強化や環境の整備等）のための関係機関や自治体に対する補助制度等

の新設・拡充をお願いします。 
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４－９ （公財）地球環境産業技術研究機構（RITE）が取り組む
地球再生計画具体化のための革新的環境技術開発研究費の

確保、研究活動への支援（文部科学省、農林水産省、経済

産業省、環境省） 
 

＜要望事項＞ 

・地球温暖化対策と持続的発展が可能な経済社会シナリオの 

 策定への支援 

 ・先進的な CO2分離・回収技術の研究開発への支援 

 ・CO2大規模地中貯留に関する安全管理技術の開発および CCS
普及条件の整備に向けた支援 

 ・CCSの国際標準（ISO）化等の CCSの実用化促進活動につい 

ての支援 

 ・無機膜を用いた革新的環境・エネルギー技術の開発および同

技術の実用化・産業化の促進を図る「無機膜研究センター」

への支援 

 ・RITE バイオプロセス（増殖非依存型バイオプロセス）によ
る非可食バイオマス資源からバイオ燃料やグリーン化学品を

製造する技術開発への支援 
 

＜説明＞ 
① 地球温暖化対策と持続的発展が可能な経済社会シナリオの策定への
支援をお願いします。地球温暖化対策、ファイナンス、政策の統合

的・整合的分析、評価により、地球温暖化対策と経済成長の両立を

目指す国際枠組み、我が国の国際戦略の立案等の政策提言が期待さ

れます。 

 

② ＲＩＴＥが独自に開発中の世界最高性能を有する「化学吸収液」、「固
体吸収材」、「分子ゲート膜」等の先進的なＣＯ２分離・回収技術の

研究開発への支援をお願いします。ＣＣＳ（ＣＯ２回収・貯留技術）

実施コストの過半を占めるＣＯ２分離・回収コストの大幅削減を実

現することによりＣＣＳの実用化が促進され、温室効果ガスの削減

が期待されます。「固体吸収材」、「分子ゲート膜」は、基礎研究段階

で世界トップレベルの成果を得ており、この成果を実用化するため、

平成２７年度から、国内外の実ガスサイトを利用して、実ガスでの
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耐久性試験やシステム化等の研究を行う新たな研究開発事業を推進

しております。実用化に向けた継続的な国の支援を得ることが必要

であるため、強力な支援をお願いします。 

 
③ CO2大規模地中貯留に関する安全管理技術の開発、並びに社会的受

容性、信頼性醸成に必要な CCS 普及条件の整備に向けた支援をお
願いします。CCSの実用化により、温室効果ガスの削減が期待され
ます。 

 

④ CCS の国際標準（ISO）化等の CCSの実用化促進活動についての
支援をお願いします。CCSの実用化促進により、温室効果ガスの削
減が期待されます。 

 

⑤ 無機膜を用いた革新的環境・エネルギー技術の開発および産業界と
連携した同技術の実用化・産業化の促進を図る「無機膜研究センタ

ー」への支援をお願いします。 

同センターは、水素社会構築に不可欠とされるエネルギーキャリア

（輸送・貯蔵が容易な水素含有化合物）からの効率的な水素分離・

精製システムとして有望なシリカ膜を用いたメンブレンリアクター

（膜反応器）の実用化に向けた研究開発を進めています。 

また、CO2を原料とする化学品製造によって CO2の固定化・削減を

図る CCU 技術として、ゼオライトを用いたメンブレンリアクター
の研究開発を進めています。既存技術に対してプロセスの抜本的な

効率化・省エネルギー化が期待されます。 

これら、無機膜を用いた環境・エネルギー技術は、これからの発展

が大いに期待できる分野であり、継続的な支援をお願いします。 

 

⑥ RITEバイオプロセス（RITEが独自に開発した増殖非依存型バイ
オプロセス）による、非可食バイオマス資源からバイオ燃料やグリ

ーン化学品を生産する以下の技術開発への支援をお願いします。バ

イオマスの利用は、実質的に大気中の CO2を増やさないため（カー

ボンニュートラル）、化石資源を代替することで大幅な CO2削減が

期待できます。また、RITEバイオプロセスは、微生物を増殖させ
ずに高密度細胞による反応により燃料や化学品を生産するため、高

い収率（原料から生成物への変換効率）と高い生産速度が達成可能

です。 

ⅰ）グリーンジェット燃料： 
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 従来の微生物発酵法では生成が困難な、様々な化合物の生産が可

能となる世界初のハイブリッド微生物を用いた、１００％植物由来

も可能となるグリーンジェット燃料の技術開発。 

ⅱ）バイオブタノール、バイオ水素： 

 化学品原料や次世代自動車燃料、ジェット燃料素材として注目さ

れているバイオブタノールや、燃料電池等へのクリーンエネルギー

として期待されているバイオ水素に関する技術開発。 

ⅲ）グリーン化学品： 

 強い毒性のため、従来はバイオプロセスで製造することは困難と

言われてきた芳香族化合物を、非可食バイオマスから効率的に生産

する技術開発。 

ⅳ）高生産性微生物創製に資する情報解析システム： 

 情報解析システムを駆使して高度に機能がデザインされた生物

細胞（スマートセル）を創製し、有用物質の生産や従来法の生産性

を凌駕することを目的とした、基盤技術開発や特定の物質における

実用化技術開発。 

 

 

文部科学省所管： ⑥ 
農林水産省所管： ⑥ 
経済産業省所管： ①～⑥ 
環境省所管：   ⑥ 
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４－１０ 文化学術研究交流施設「けいはんなプラザ」への総合

的な支援（国土交通省、総務省、文部科学省） 

 

＜要望事項＞ 

 ・施設北側の土地の利用検討にあたっての配慮 

 ・株式会社けいはんなに対する総合的な支援（施設利用促進、

補助金交付等） 

 

＜説明＞ 
施設北側の（一財）民間都市開発推進機構所有の土地につきましては、

その隣接地が土地開発に 

向け動き出す等、施設北側土地についても今後何らかの動きがあるもの

と想定しております。当該土地は、現在、駐車場（最大７００台）とし

て利用しており、株式会社けいはんなの事業運営に必要不可欠な施設で

あることから、今後の土地利用の検討に当たっては、特段の配慮をお願

いします。 

また、平成３０年４月から、理化学研究所バイオリソース研究センター

のｉＰＳ創薬基盤開発チ 

ーム（ｉＰＳ細胞創薬基盤開発連携拠点）が当プラザラボ棟内で研究開

発を開始されております。これを契機としたけいはんな地区での創薬開

発基盤の拡充が必要であり、これについての施策支援をお願いします。 

加えて、当プラザは竣工から四半世紀を迎えることから、耐震補強等経

年劣化対策が課題であり、 

これについては、ラボ棟建物、ホール所有者である京都府と管理者であ

る株式会社けいはんなが協調して適宜実施してきていますが、一方で、

他の研究施設やホール等に劣後しないための設備最新化・高度化等も必

要不可欠な対応と認識しております。２１世紀の文化学術研究都市にふ

さわしいより有益な中核交流施設に資するこれら充実化に対する補助金

交付等の支援をお願いします。 
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４－１１ 京都府立大学産学公連携研究拠点施設の活用（経済産

業省） 

 

＜要望事項＞ 

 ・京都府立大学産学公連携拠点における事業化・産業化に向 

けた取り組みに対する総合的な支援 

 

＜説明＞ 
平成２３年４月に開所した京都府立大学精華キャンパスの産学公連携研

究拠点施設では、太陽光と燃料電池で必要な電力をすべて調達可能な「エ

コタイプ次世代型植物工場」を整備し、植物の栽培技術と植物工場自体の

高機能化等の研究を行っており、低硝酸塩でミネラルやビタミン類が極め

て豊富な新たな野菜（「健康野菜・けいはん菜」と総称）の生産や野菜の高

速栽培に関する技術を開発したところです。 

この次世代型植物工場の研究・開発成果は、安心・安全で高品質な野菜

の安定供給とアンチエイジングや健康増進等の予防医学分野にも大いに貢

献できるものであり、産学官連携による事業化・産業化に向けた取り組み

に対する総合的な支援をお願いします。 
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４－１２ 総合特区制度を活用したオープンイノベーション拠点 

の整備促進（文部科学省、農林水産省、経済産業省） 
 

＜要望事項＞ 

 ・最先端研究領域における共同研究プロジェクトの事業化に向 

けた取組に必要な資金について積極的な支援 

 ・「国立デジタル文化資産振興センター(仮称)」のアーカイブ機 

能の設置 
 

＜説明＞ 
関西が一体となって取り組む関西イノベーション国際戦略総合特区の地

域指定に加え、関西圏が国家戦略特区の地域指定も受けたことから、国際

的な共同研究開発拠点となるオープンイノベーションのハブ機能を本都市

に設置し、関西各地域の連携のもと、研究・開発から実用化・産業化を加

速させ、国際競争力の向上による市場獲得を目指しています。 

具体的には、国から京都府に譲与された旧「私のしごと館」を、世界中

から先進的な技術や人材が集まり新たなイノベーションを生み出す国際的

な共同研究・開発拠点「けいはんなオープンイノベーションセンター（Ｋ

ＩＣＫ)」として京都府が整備し、平成２７年４月から本格的な研究開発プ

ロジェクトの集積に取り組んでいるところです。この拠点では、産学公連

携を促進し、民間投資を集中させるための「協働の場」として、大学等研

究機関・企業を対象に「スマートライフ」「スマートエネルギー＆ＩＣＴ」

等の分野に係る産学連携による先端的な共同研究プロジェクトの組成に対

する支援を実施するなど、スマートコミュニティ分野におけるオープンイ

ノベーションの取り組みを推進しており、毎年ＫＩＣＫを会場として開催

され、今年が第５回目となる「京都スマートシティエキスポ２０１８」等

において、国内外にその実績をアピールしているところです。 

なお、今般、理化学研究所の「バイオリソース研究センター(ＢＲＣ)」

や「革新知能統合研究センター(ＡＩＰ)」が本都市に拠点を開設したこと

に伴い、京都大学ｉＰＳ細胞研究所をはじめとする地元大学等研究機関や

府内中小企業との連携による次世代成長分野・先端技術の事業化に向けた

プロジェクト組成が進むと予想されるため、特に、「脳科学」「ＡＩ」「ｉＰ

Ｓ」をはじめとする最先端の研究領域において、事業化に向けた取組に必

要な資金について積極的な支援をお願いします。 

また、（一財）デジタル文化財創出機構から国に対して設立が要望されて

いる「国立デジタル文化資産振興センター（仮称）」の西日本の拠点として

アーカイブ機能を設置していただくようお願いします。 


